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（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい
ては記載しておりません。 

２ 当社は、第16期第２四半期累計（会計）期間においては四半期財務諸表を作成しておりませんので、第16期
第２四半期累計（会計）期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 
５ 第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在しておりますが、当社株式
は第16期までは非上場であり期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

６ 当社は、平成23年１月１日付で１株を３株とする株式分割を行っております。 

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第17期 
第２四半期 
累計期間 

第17期 
第２四半期 
会計期間 

第16期 

会計期間 自平成23年１月１日 
至平成23年６月30日 

自平成23年４月１日 
至平成23年６月30日 

自平成22年１月１日 
至平成22年12月31日 

売上高 （千円）  25,699,259  14,018,122  45,263,583

経常利益 （千円）  2,354,808  1,271,409  4,912,035

四半期（当期）純利益 （千円）  1,391,960  752,721  2,923,857

持分法を適用した場合の投資利益 （千円）  －  －  －

資本金 （千円） －  721,501  104,103

発行済株式総数 （株） －  4,572,300  1,359,000

純資産額 （千円） －  8,174,820  5,687,598

総資産額 （千円） －  25,765,662  21,907,883

１株当たり純資産額 （円） －  1,783.93  4,169.13

１株当たり四半期（当期）純利益
金額 

（円）  319.13  165.39  2,178.54

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額 

（円）  303.30  157.66  －

１株当たり配当額 （円）  50.00  50.00  100.00

自己資本比率 （％） －  31.7  25.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  △1,328,917 －  △376,797

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  148,145 －  △364,036

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  1,985,617 －  3,081,230

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高 

（千円） －  7,686,675  6,881,830

従業員数 （人） －  279  241
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 当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
  

 該当事項はありません。 
  

提出会社の状況 

（注）１ 従業員数は就業人員数であります。 
   ２ 従業員数が当第２四半期会計期間において34名増加しましたのは、主として業務拡大に伴う定期及び期中採

用によるものであります。  

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

  平成23年６月30日現在

従業員数（人）  279
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 当社は、平成22年12月期第２四半期会計期間においては四半期財務諸表を作成しておりませんので、前年同四半期
との対比は記載しておりません。（以下「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」において
も同じ。） 
(1）生産実績 
 当第２四半期会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。  

（注）１ 金額は販売価格によっております。 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2）受注状況 
 当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  
(3）販売実績 
 当第２四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

 当第２四半期会計期間における戸建分譲事業の販売実績を地域別に示すと、次のとおりであります。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

セグメントの名称 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

前年同四半期比 
（％） 

件数 金額（千円） 

 １ 戸建分譲事業 棟 729  17,762,575  －

 ２ その他 戸 3  102,824  －

合計  －  17,865,399  －

セグメントの名称 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

前年同四半期比 
（％） 

件数 金額（千円） 

 １ 戸建分譲事業      棟 583  13,963,184  －

 ２ その他  －  54,937  －

合計  －  14,018,122  －

地域 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

前年同四半期比 
（％） 

金額（千円） 

 東京都  926,470  －

 神奈川県  3,024,134  －

 埼玉県  4,574,736  －

 千葉県  2,389,489  －

 愛知県  2,991,366  －

 岐阜県  56,987  －

合計  13,963,184  －
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 当第２四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した
事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

(1）業績の状況 
 当第２四半期会計期間における我が国の経済は、前四半期会計期間において発生した東日本大震災と津波による
福島原発の損壊、放射能漏れ等の影響により、景況感は急速な落ち込みを見せており、長期にわたる影響が懸念さ

れております。  
 当社が属する不動産業界におきましては、優遇税制や政府による住宅購入促進策等の効果から住宅市場は持ち直
しつつありましたが、東日本大震災の発生により消費マインドの低下や市場の混乱が続いており、厳しい経営環境
で推移しました。 
 このような状況の中で当社は引続き戸建分譲事業において、ひとりでも多くの方にマイホームを持って頂きたい
と願う「理想を現実に」の信念のもとに、「価格のValue」「品質のValue」「安心のValue」を基本とし、徹底し
た原価管理と品質の向上に努め、良質な戸建分譲住宅を低価格で供給してまいりました。 
 この結果、当第２四半期会計期間におきましては売上高14,018百万円、営業利益1,326百万円、経常利益1,271百
万円、四半期純利益752百万円となりました。  
 セグメントの業績は次のとおりであります。 
①戸建分譲事業 
 主として神奈川県、埼玉県、千葉県及び愛知県での販売棟数が増加し、その売上高は13,963百万円、営業利益は
1,273百万円となりました。 
  
②その他の事業  
 その他の事業における売上高は54百万円、営業利益は53百万円となりました。  

  
(2）キャッシュ・フローの状況 
 当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期会計期間末に
比べ314百万円増加し、7,686百万円となりました。 
 当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動の結果獲得した資金は1,163百万円となりました。 
 収入の主な内訳は税引前四半期純利益1,271百万円及び仕入債務の増加額929百万円であり、支出の主な内訳は
たな卸資産の増加額1,018百万円であります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動の結果使用した資金は53百万円となりました。 
 支出の主な内訳は定期預金の預入による支出45百万円及び有形固定資産の取得による支出6百万円でありま
す。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果使用した資金は795百万円となりました。 
 収入の主な内訳は株式の発行による収入5百万円であり、支出の主な内訳は短期借入金の純減少額による支出
786百万円であります。 

  

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  
(4）研究開発活動 
 該当事項はありません。 
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（1）主要な設備の状況 
 当第２四半期会計期間において、竹の塚店及び昭島店を新設しております。新設後の設備の状況は次のとおりで
あります。 

（注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
   ２ 上記の設備は単一のセグメントに区分できないため、セグメント情報の記載を省略しております。 
  
（2）設備の新設、除却等の計画 
 当第２四半期会計期間において、第１四半期会計期間末に計画しておりました竹の塚店の新設は平成23年４月に
完了しております。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

第３【設備の状況】 

事業所名 （所在地） 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人）  建物及び 

構築物 
車両 
運搬具 

工具、器具 
及び備品 

合計 

竹の塚店 （東京都足立区） 事務所  1,197  559  1,906  3,663  5

昭島店  （東京都昭島市） 事務所  379  －  1,883  2,263  2
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①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により
発行された株式数は含まれておりません。 

  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  9,600,000

計  9,600,000

種類 
第２四半期会計期間末現在
発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年８月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  4,572,300  4,572,300

大阪証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
（スタンダード） 

１単元の株式数は100
株であります。 

計  4,572,300  4,572,300 － － 
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 
第４回新株予約権 平成19年３月28日定時株主総会決議（平成19年12月28日 取締役会決議） 

（注）１ 当社が当社普通株式の分割（普通株式の無償割当を含む。以下同じ。）又は株式の併合を行う場合には、当
該新株予約権に係る付与株式数は株式の分割又は株式の併合の比率に応じ比例的に調整する。なお、上記の
調整の結果生じる１株に満たない端数はこれを切り捨てるものとする。 

２ 当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円
未満の端数は切り上げる。 

３ 当社が時価を下回る価額で普通株式の発行又は普通株式の自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行
使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただし、当社普通株式の交付と引き換え
に取得される証券もしくは取得させることができる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権
（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場合を除く。 

なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の処
分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

４ 付与対象者のうち、役員１名、従業員27名については、権利放棄あるいは退職に伴い権利を喪失しており、
当該新株予約権の個数及び当該新株予約権の目的となる株式の株数は除外しております。 

（２）【新株予約権等の状況】 

  第２四半期会計期間末現在 
（平成23年６月30日） 

新株予約権の数（個）  434

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  130,200

新株予約権の行使時の払込金額（円）  167

新株予約権の行使期間 
自 平成21年12月28日 
至 平成24年12月27日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本
組入額（円） 

発行価格           
資本組入額          

167
84

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の行使時において、当社が株
式を日本国内の証券取引所が開設する市
場に上場していることを要する。 
②新株予約権者は、新株予約権の行使時に
おいて、当社取締役、監査役、従業員で
あることを要する。ただし、任期満了に
より退任した場合及び定年退職した場合
はこの限りではない。 
③その他の条件は、当社と新株予約権割当
対象者との間で締結する「新株予約権割
当契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

①新株予約権の譲渡は認めない。 
②新株予約権の質入その他一切の処分は認
めないものとする。 
③新株予約権者の相続人による新株予約権
は行使することはできない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割（又は株式併合）の比率 

  
調整後行使価額 

 
＝ 
  
調整前行使価額 

 
× 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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５ 平成20年10月14日開催の取締役会決議に基づき、平成20年11月21日付で１株を100株とする株式分割を行
い、さらに平成22年12月14日開催の取締役会決議に基づき、平成23年１月１日付で１株を３株とする株式分
割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金
額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されてお
ります。 

  
第５回新株予約権 平成21年３月27日定時株主総会決議（平成21年３月27日 取締役会決議） 

（注）１ 当社が当社普通株式の分割（普通株式の無償割当を含む。以下同じ。）又は株式の併合を行う場合には、当
該新株予約権に係る付与株式数は株式の分割又は株式の併合の比率に応じ比例的に調整する。なお、上記の
調整の結果生じる１株に満たない端数はこれを切り捨てるものとする。 

２ 当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円
未満の端数は切り上げる。 

３ 当社が時価を下回る価額で普通株式の発行又は普通株式の自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行
使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただし、当社普通株式の交付と引き換え
に取得される証券もしくは取得させることができる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権
（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場合を除く。 

  第２四半期会計期間末現在 
（平成23年６月30日） 

新株予約権の数（個）  337

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  101,100

新株予約権の行使時の払込金額（円）  367

新株予約権の行使期間 
自 平成23年３月27日 
至 平成26年３月26日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本
組入額（円） 

発行価格           
資本組入額        

367
184

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の行使時において、当社が株
式を日本国内の金融商品取引所が開設す
る市場に上場していることを要する。 
②新株予約権者は、新株予約権の行使時に
おいて、当社取締役、監査役、従業員で
あることを要する。ただし、任期満了に
より退任した場合及び定年退職した場合
はこの限りではない。 
③その他の条件は、当社と新株予約権割当
対象者との間で締結する「新株予約権割
当契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

①新株予約権の譲渡は認めない。 
②新株予約権の質入その他一切の処分は認
めないものとする。 
③新株予約権者の相続人による新株予約権
は行使することはできない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割（又は株式併合）の比率 

  
調整後行使価額 

 
＝ 
  
調整前行使価額 

 
× 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の処
分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

４ 付与対象者のうち、従業員４名については、退職に伴い権利を喪失しており、当該新株予約権の個数及び当
該新株予約権の目的となる株式の株数は除外しております。 

５ 平成22年12月14日開催の取締役会決議に基づき、平成23年１月１日付で１株を３株とする株式分割を行って
おります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新
株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

 該当事項はありません。  
  

 該当事項はありません。 
  

 （注） 新株予約権の行使による増加であります。 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年４月１日～ 
平成23年６月30日 
（注）   

 30,300  4,572,300  4,470  721,501  4,439  679,571
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（６）【大株主の状況】 
  

平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

久林 欣也 東京都西東京市  1,650  36.09

釜田 卓 東京都西東京市      580  12.69

アイディホーム従業員持株会  東京都西東京市西原町１－４－１      405  8.88

飯田 一男 東京都杉並区      330  7.22

有限会社一商事  東京都西東京市柳沢１－６－３      300      6.56

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２      150      3.28

五十嵐 幸造 福井県坂井市      90  1.97

五十嵐 理恵 福井県坂井市      90  1.97

冨田 博文 東京都東村山市      51  1.12

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２－４－６      37  0.81

計 －  3,684  80.57
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①【発行済株式】 

 （注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式17株が含まれております。 
  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。 
なお、平成23年３月15日をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該
当事項はありません。 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 
役職の異動 

    

（７）【議決権の状況】 

  平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   4,571,900  45,719 単元株式数100株 

単元未満株式 普通株式        400 － 
１単元（100株）未満の
株式 

発行済株式総数  4,572,300 － － 

総株主の議決権 －  45,719 － 

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称 所有者の住所 自己名義所有株

式数（株） 
他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

２【株価の推移】 

月別 平成23年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円）  －  －  2,600  2,523  2,235  2,150

最低（円）  －  －  1,780  2,062  2,052  1,985

３【役員の状況】 

新役名  新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役副社長 －  専務取締役 
 管理本部長 
 兼管理部長  

 釜田 卓   平成23年４月１日 

 取締役  管理本部長  取締役  経営企画部長  櫻井 秀彦  平成23年４月１日 
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１ 四半期財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63
号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
 なお、当社は前第２四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期累計期間
（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）については四半期財務諸表を作成しておりませんので、記載を省略
しております。 

  

２ 監査証明について 
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間（平成23年４月１日から平成
23年６月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期財務諸
表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

３ 四半期連結財務諸表について 
 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成23年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 7,901,843 7,266,997 
売掛金 52,074 36,543 
販売用不動産 5,889,155 ※2  2,214,996 

仕掛販売用不動産 9,789,299 ※2  10,187,690 

未成工事支出金 1,325,422 1,535,049 
貯蔵品 623 1,386 
その他 561,069 473,936 
流動資産合計 25,519,487 21,716,600 

固定資産   
有形固定資産 ※1  80,859 ※1  54,833 

無形固定資産 23,606 499 
投資その他の資産 141,708 135,949 
固定資産合計 246,174 191,282 

資産合計 25,765,662 21,907,883 
負債の部   
流動負債   
支払手形 2,273,339 2,493,143 
工事未払金 3,642,426 2,466,694 
短期借入金 9,598,515 ※2  8,548,700 

1年内返済予定の長期借入金 53,760 53,760 
1年内償還予定の社債 40,000 140,000 
未払法人税等 979,343 1,558,220 
賞与引当金 150,721 85,423 
完成工事補償引当金 137,489 100,348 
その他 261,324 306,675 
流動負債合計 17,136,920 15,752,965 

固定負債   
社債 270,000 290,000 
長期借入金 118,340 145,220 
退職給付引当金 35,631 27,699 
その他 29,951 4,399 
固定負債合計 453,922 467,319 

負債合計 17,590,842 16,220,285 
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成23年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 721,501 104,103 
資本剰余金 679,571 62,203 
利益剰余金 6,755,602 5,499,541 
自己株式 △36 － 

株主資本合計 8,156,638 5,665,847 
新株予約権 18,181 21,750 
純資産合計 8,174,820 5,687,598 

負債純資産合計 25,765,662 21,907,883 
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 25,699,259 
売上原価 21,621,787 
売上総利益 4,077,471 
販売費及び一般管理費 ※  1,586,933 

営業利益 2,490,537 
営業外収益  
受取利息 101 
受取配当金 5 
違約金収入 13,812 
その他 947 
営業外収益合計 14,865 

営業外費用  
支払利息 119,001 
その他 31,592 
営業外費用合計 150,594 

経常利益 2,354,808 
特別損失  
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,486 
特別損失合計 4,486 

税引前四半期純利益 2,350,322 
法人税、住民税及び事業税 960,700 
法人税等調整額 △2,338 

法人税等合計 958,361 

四半期純利益 1,391,960 
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【第２四半期会計期間】 
（単位：千円）

当第２四半期会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 14,018,122 
売上原価 11,853,411 
売上総利益 2,164,710 
販売費及び一般管理費 ※  837,980 

営業利益 1,326,730 
営業外収益  
受取利息 45 
受取配当金 5 
違約金収入 7,700 
その他 414 
営業外収益合計 8,165 

営業外費用  
支払利息 61,825 
その他 1,660 
営業外費用合計 63,485 

経常利益 1,271,409 

税引前四半期純利益 1,271,409 

法人税、住民税及び事業税 599,400 
法人税等調整額 △80,711 

法人税等合計 518,688 

四半期純利益 752,721 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税引前四半期純利益 2,350,322 
減価償却費 17,230 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,486 
株式報酬費用 236 
新株予約権戻入益 △75 
引当金の増減額（△は減少） 110,370 
受取利息及び受取配当金 △106 
支払利息 119,001 
売上債権の増減額（△は増加） △15,531 
たな卸資産の増減額（△は増加） △3,065,377 
仕入債務の増減額（△は減少） 955,928 
その他 △145,260 

小計 331,225 
利息及び配当金の受取額 75 
利息の支払額 △126,796 
法人税等の支払額 △1,533,422 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,328,917 

投資活動によるキャッシュ・フロー  
定期預金の預入による支出 △90,000 
定期預金の払戻による収入 260,000 
有形固定資産の取得による支出 △17,813 
無形固定資産の取得による支出 △857 
その他 △3,183 

投資活動によるキャッシュ・フロー 148,145 
財務活動によるキャッシュ・フロー  
短期借入金の純増減額（△は減少） 1,049,815 
長期借入金の返済による支出 △26,880 
社債の償還による支出 △120,000 
株式の発行による収入 1,218,618 
自己株式の取得による支出 △36 
配当金の支払額 △135,900 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,985,617 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 804,845 
現金及び現金同等物の期首残高 6,881,830 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  7,686,675 
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用 
 第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第
18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 
 これにより、当第２四半期累計期間の営業利益及び経常利益は1,156千円、税引
前四半期純利益は5,642千円減少しております。 
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【注記事項】 
（四半期貸借対照表関係） 

当第２四半期会計期間末 
（平成23年６月30日） 

前事業年度末 
（平成22年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 千円であり
ます。 

  

72,047 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 千円であり
ます。 

51,249

 ２ 担保に供されている資産で、会社の事業の運営にお
いて重要なものであり、かつ、前事業年度の末日に比
べて著しい変動が認められるものはないため、記載を
省略しております。 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次
のとおりであります。 

  (1) 借入のために金融機関に対して担保に供している
資産  

      

      

    

販売用不動産 千円1,355,283
仕掛販売用不動産 千円8,897,499
  計  千円10,252,783

   (2) 上記に対応する債務 

  
短期借入金 千円8,415,500

３ 運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行
と当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結
しております。当該契約に基づく当第２四半期会計期
間末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

３ 運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行
と当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結
しております。当該契約に基づく当事業年度末の借入
未実行残高は次のとおりであります。 

借入極度額 千円3,500,000
借入実行残高 千円2,460,400
差引額 千円1,039,600

借入極度額 千円3,500,000
借入実行残高 千円878,200
差引額 千円2,621,800

（四半期損益計算書関係） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 
販売手数料 千円697,584
賞与引当金繰入額 千円89,290
退職給付費用 千円6,054

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 
販売手数料 千円381,785
賞与引当金繰入額 千円41,383
退職給付費用 千円3,094
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当第２四半期会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23
年６月30日） 
１ 発行済株式の種類及び総数 
普通株式 4,572,300株 

  
２ 自己株式の種類及び株式数 
普通株式     17株 

  
３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
ストック・オプションとしての新株予約権 
当第２四半期会計期間末残高 18,181千円 

  
４ 配当に関する事項 
 (1)配当金支払額 

 (2)基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後 
   となるもの 

  
５ 株主資本の金額の著しい変動 
 当社は、平成23年３月15日の大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）への株式上場にあたり、公募増
資による払込が平成23年３月14日に完了いたしました。 
 また、当第２四半期会計期間において、新株予約権の行使により資本金及び資本準備金が増加しておりま
す。この結果、資本金及び資本準備金がそれぞれ617,398千円、617,368千円増加し、当第２四半期会計期間末
において、資本金が721,501千円及び資本準備金が679,571千円となっております。 

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年６月30日現在） 

  

現金及び預金勘定 千円7,901,843
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 千円△215,167

現金及び現金同等物 千円7,686,675

（株主資本等関係） 

決 議 株式の種類 
配当金の 
総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年３月30日 
定時株主総会 

普通株式  135,900  100 平成22年12月31日 平成23年３月31日 利益剰余金 

決 議 株式の種類 
配当金の 
総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年８月５日 
取締役会 

普通株式  228,614  50 平成23年６月30日 平成23年９月９日 利益剰余金 
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当第２四半期会計期間末（平成23年６月30日） 
 著しい変動がないため、記載を省略しております。  
  

当第２四半期会計期間末（平成23年６月30日） 
 当社は、有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。  

  

当第２四半期会計期間末（平成23年６月30日） 
 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当第２四半期累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日） 
 当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当第２四半期会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 
 該当事項はありません。 
  

当第２四半期会計期間末（平成23年６月30日） 
 著しい変動がないため記載を省略しております。 

  

（金融商品関係） 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

（ストック・オプション等関係） 

（資産除去債務関係） 
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１ 報告セグメントの概要 
当第２四半期累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日）及び当第２四半期会計期間（自 
平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 
 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、
経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま
す。 
 当社は主に戸建分譲事業及びマンション分譲事業を行っておりますが、戸建分譲事業の占める売上高等
の割合が90％超と大部分を占めるため、戸建分譲事業のみを報告セグメントとしております。 

  
２ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
 当第２四半期累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日） 
                           （単位：千円） 

  
 当第２四半期会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 
                           （単位：千円） 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、マンション分譲事業
等を含んでおります。 

   ２ セグメント利益は、営業利益を記載しております。 
  

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 
当第２四半期会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 
 該当事項はありません。 
  
（追加情報） 
 第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21
年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 
平成20年３月21日）を適用しております。 

  

当第２四半期会計期間末（平成23年６月30日） 
 該当事項はありません。 
  

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

  
報告セグメント 

その他 合計     
戸建分譲事業 

 売上高 
  外部顧客への売上高 

 25,602,778  96,480  25,699,259   

計  25,602,778  96,480  25,699,259   

 セグメント利益  2,398,220  92,317  2,490,537   

  
報告セグメント 

その他 合計     
戸建分譲事業 

 売上高 
  外部顧客への売上高 

 13,963,184  54,937  14,018,122   

計  13,963,184  54,937  14,018,122   

 セグメント利益  1,273,230  53,500  1,326,730   

（賃貸等不動産関係） 
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１ １株当たり純資産額 

（注） 当社は平成23年１月１日付で１株を３株とする株式分割を行っております。当該株式分割が前事業年度の開始
の日に行われたと仮定した場合における前事業年度末の１株当たり純資産額は1,389円71銭であります。 

  
２ １株当たり四半期純利益金額等 

（注）１ １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと
おりであります。 

   ２ 当社は平成23年１月１日付で１株を３株とする株式分割を行っております。 
  

（１株当たり情報） 

当第２四半期会計期間末 
（平成23年６月30日） 

前事業年度末 
（平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,783 93 １株当たり純資産額 円 銭4,169 13

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭319 13 １株当たり四半期純利益金額 円 銭165 39
潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額 

円 銭303 30
潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額 

円 銭157 66

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

 四半期純利益（千円）  1,391,960  752,721

 普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

 普通株式に係る四半期純利益（千円）  1,391,960  752,721

 期中平均株式数（株）  4,361,667  4,551,228

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

 四半期純利益調整額（千円）  －  －

 普通株式増加数（株）  227,661  223,034

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含まれなか
った潜在株式で、前事業年度末から重要な変動
があったものの概要 

────── ────── 
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当第２四半期会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 
 該当事項はありません。 

  

当第２四半期会計期間末（平成23年６月30日） 
 該当事項はありません。 

  

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 
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 平成23年８月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 
（イ）配当金の総額…………………………………………………………………………228,614千円 
（ロ）１株当たりの金額……………………………………………………………………50円00銭 
（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………………………………………平成23年９月９日 
 （注）平成23年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

２【その他】 
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 該当事項はありません。 
  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月12日 

アイディホーム株式会社 
 取締役会 御中  

  
  
 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアイディホー
ム株式会社の平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの第１７期事業年度の第２四半期会計期間（平成２３
年４月１日から平成２３年６月３０日まで）及び第２四半期累計期間（平成２３年１月１日から平成２３年６月３０日ま
で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書につ
いて四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半
期財務諸表に対する結論を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析
的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アイディホーム株式会社の平成２３年６月３０日現在の財政状態、同日をもっ
て終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状
況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士    宮入 正幸  ㊞ 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士    石黒 一裕  ㊞ 

（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

２ 四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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